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1978年伊豆大島近海地震における道路斜面の
被害に関する二・三の検討
国井隆弘* 往本孝久料
要約
この地震による道路斜面の被害個所数は約800におよび，伊豆半島中部において南北約 23km.東西
約 30kmに分布している。この報告は被害個所の分布状況に着目することから，震源線を定義しこの線
からの距離と被害発生頻度との関係を求めている。さらに特に被害が集中した梨本地区およびその東側
地区に対し，無被害斜面を含む全斜面調査をおこない，その資料を用いて斜面の地震被害にかかわる要
因の数量的解析を試みている。そしてこれらの検討結果から，地震被害の調査が都市の地震防災の有効
な手段になり得ることを論及している。
1序論
都市における地形が傾斜地からなる地域は少なくない
が，この場合，傾斜した地面は切り取られたり盛られた
りして，段々畑の様な形で水平な宅地と斜面とに分離さ
れている。あるいは，鉄道，道路などがより平坦な線形
を得るために路線に沿った斜面を作り出している。また
このような人工斜面とは異なるが，河川などによって形
成されたやや大規模な自然斜面が残されている地域も都
市部に少なくない。
1978年6月に発生した宮城県沖地震では，仙台市およ
び隣接する泉市において斜面が各所で崩壊した。このた
め斜面の上の住家が転落の危険にさらされたり，道路に
沿った斜面の盛士部分の移動などのため，路面下に埋設
されたガス管および水道管が各所で、切断された。
このように，都市に存在する斜面の地震被害は，斜面
の上および下にある施設に直接の災害をもたらすのみな
らず，斜面の崩落土石が交通路を封鎖するなど，地震後
の避難，消防活動に大きな影響を与える場合も予想され
る。また，石積み斜面では，仙台におけるブロック塀に
よる死者の如く，斜面下に落下する土石に対する危険性
も考えられる。
東京都防災会議は23区内の斜面の実態調査を実施し
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(中野・他.1971) .これらの地震時崩壊予測をおこな
っている(田治米・他.1973)。対象とした斜面は高さ
が3m以上でかつ傾斜角が30度以上の崖と擁壁で，建築
物に隣接したものに限られている。斜面の種類，構造を
配慮して，斜面の梧(面の水平長さ)を数m以上30m以
下のものを 1件とすることにより，調査・崩壊予測は約
2万2千余件の斜面におよんで、いる。この後，同様な実
態調査および地震時崩壊予測が東京三多摩地区(田治
米・他.1977) .および東京に近接した市(川名・他，
1976; 1978)でおこなわれている。これらの地震時崩壊
予測は，関東大地震における数%の推定崩壊率(田治米
他. 1973)を背景にして，過去の崩壊歴を用いた数量理
論による予測手法，および危険度要因項目ごとの重み点
の重ね合わせ手法によっておこなわれている。前者の手
法は自然あるいは切土斜面にはよく用いられるが(南部
他.1975) .崩壊が雨に起因する場合が大多数であり地
震に対して行われた例はない。後者の手法では，崩壊予
測に主観が入り込むことが避け得ず，また量的な危険度
が得にくいと考えられる。
本報告は，このような観点に立ち，都市の地震防災に
かかわる斜面の崩壊のより適確な予測手法を得る目的
で，伊豆大島近海地震 (1978年)における道路斜面の被
害を調査した結果であり，これに対して以下に述べる着
目点に関し二・三の検討を行ったものである。
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斜面の被害個所は約800におよび，これらが梨本地区
を中心に南北約 23km，東西両海岸(約30km)の範囲に
分布している。そしてほぼWNW-ESEの線状地域に高
い被害密度で分布し，その両側に距離とともに被害密度
が減少していく傾向を示している。これは，地震動の強
さの分布を暗示するものと考えられ，また地震動の強さ
の分布と被害の発生頻度の関係を提供すると思われる。
梨本を中心にした地区およびその東側地区(これをA
地区と後述する)において，無被害斜面を含めた全斜面
の実態調査をおこなった。これから被災地の斜面の特徴
を知るとともに，斜面の地震被害にかかわる要因に関し
て数量的解析が可能となるであろう。
2 調査の内容
2-1 調査地域と調査対象道路
調査は伊豆半島の中部で，北は土肥，月ケ瀬，八幡野
を結ぶ線，南は雲見，蓮台寺，縄地を結ぶ線，および東
西雨海岸で囲まれたほぼ長方形の地域でおこなわれた。
この地域は図 1で示したAおよびB地区である。調査地
域は道路の斜面被害が発生した地域をほぼ完全に含むと
考えられ，この地域外における斜面被害発生個所は，有
るとしてもその件数は極めて少ないと考えられる。調査
地域の道路は，国道，主要地方道，市町村道，有料道路
およびその他の道路からなるが，調査対象道路は国土地
理院発行の2万5千分の 1の地図における，幅員 2.5m
-11mの道路とした。これらは国道，主要地方道の全て
を，および市町村道の大半を含んでいる。また私道と思
われる林道および営林署内道路もほとんど対象道路とな
り得るが， これらは調査可能だった道路に限られた。こ
の結果，調査対象道路のうちほぼ95%に対して調査がお
こなわれた。
調査対象道路を幅員によって限定したのは以下の理由
による。道路斜面の被害状況は地震直後の被害調査によ
り報告した(国井・荏木， 1978)が，これによると，道
路斜面の被害は山側斜面の路面に接した最下部の斜面，
および谷側斜面の路面に接した最上部の斜面の被害が大
多数である。いまこれらの斜面を山側斜面，谷側斜面と
名付ければ，道路斜面の被害は調査対象道路の山側，谷
側斜面に最も多く，これらの斜面の構造・規模がほぼ同
類で，かつ都市における斜面の構造・規模に近い。これ
に対し，調査対象道路の幅員よりも大きな幅員を持つ有
料道路では都市部にはあまりみられない大規模な斜面を
有している。また調査対象道路の幅員より小さな幅員を
持つ道路におレては，自動車を用いた今回の調査は不可
能であり省略している。
2-2 被害個所に関する調査
斜面の被害個所(山側および谷側斜面)の 2万5千分
のlの地図へのプロットは，全調査対象道路を自動車お
よび徒歩で通行することによりおこなわれた。同時に斜
面の有無を地区の道路区間に記録している。
図1は被害個所を示すものだが，ここで1個所の定義
を以下の如くとりきめている。
①道路の山側斜面の 1部が道路上に崩落して，崩落土
石が道路交通の障害となり除去作業中であるか，除去
作業がおこなわれたと考えられる所
② 道路の谷側斜面の損傷により，路肩が 1部沈下，落
下したり，あるいは道路面にきれつが発生して，今後
何らかの修復作業が必要と考えられる所
③ 被害の程度あるいは崩壊の規模に関係なく 1個所と
するが，道路に沿って連続して被害が生じている場合
には，斜面構造を勘案しつつ1O-20mの間隔で区切っ
てその聞を 1個所とみなす。
この様にして調査した結果，斜面の総被害個所は約
800であり， このうち約77%は山側斜面の被害である。
なお，高さ約 1m以上の斜面を有する道路の総延長は，
約 400kmである。
2-3 道路斜面の実態調査は地区)
道路斜面の地震被害を都市の地震防災のための有効な
資料とするためには，被害地域の道路斜面が持つ特徴を
明らかにしておく必要がある。また，被害を受けた斜面
が他の斜面と比較して，どの様な弱点を有しているか，
を明らかにする事はどの様な斜面が地震被害を受け易い
か，が課題となる被害予測のために有意義な資料を提供
するはずである。このため，被害を受けた斜面のみなら
ず，無被害の斜面を含めた全ての道路斜面に対し実態調
査を行った。
この調査の対象とした地域は図lに示すA地区であ
る。できれば調査地域の全域において実態調査を進めた
いが，実態調査はかなりの労力を必要とするため，以下
の理由からA地区に限定した。その 1つはこの地区に被
害が集中していることであり，またこの地区だけで周辺
地域にみられる全ての種類の斜面の資料が十分得られた
からである。 A地区をとり閤むA-B両地区の境界は，
北から，奈良本，浅間山，鉢山，梨本，沼ノ川，大鍋，
須J)jl.，縄地の各地である。東海岸沿いを除けば， A地区
からB地区へ通じる道路は多くなく，須除地区の道路以
外ではB地区へ通じる道路は全て山越えとなる。このた
め，道路は舗装路から砂利路となり住家がとぎれる。し
たがってA地区は，山と海に囲まれた， 100% ~こ近い舗
装率の道路を有する，比較的住家密度の高い地区である
と言える。
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表 1道路斜面実態調査項目
項 日 内 ，廿長・
位 置|谷側，山側
1. ATAGAWA 
2. NAR.MねITO
被害の有無|有，無 3. SHIRATA 
4. 1 NATORI 
構 1、丘旦三
石自練知然積斜ブ面，ロ関，ッ切知ク土石空，積空盛穣，土，民，知雑間知石ブ石空ロ練積ッ積，ク線雑， 
積間コンク Fー ト・鉄筋関コンクリート
RC) 
最高の高さ(m)I道路面に接する斜面，続く斜面
傾斜角(度)I同上
斜面が向く方向 IN， NE， E， ES， S， SW， W， NW 
5. NEGINOTA 
6. MITAKA 
7. KAWAZU 
8. SAGANO 
9. 1 ZUMIOKUHARA 
10. YUGANO 
11. NASHIド1OTO
12. OONABE 
被害 内 I崩壊幅出，移動部分の幅，きれつ，は
らみし長さ
13. KONABE 
14. SAKASAωWA 
幅 15. .AMAGI PASS 
16. YUGASHIMA 
17. tvOCHIKOSHI 
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18. NISHINA PASS 
19. NEKKO PASS 
20. SHO丁TUBOPASS 
21. IKESHIRO 
22 BASARA PASS 
23. MIト.JOSAKU
24. M 1 Y AGAHARA 
25. TOI 
26. UGUSU 
27. ARAR 1 
28. TAI∞ 
29. MA TUZAK 1 
|道路に沿った長さ
図 1道路斜面の被害分布
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件
件
園山側斜面
田谷側斜面
番号
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斜面の構造
自然斜面 件
切 土
盛 土
雑石(空積)
雑石(練積)
間知石(空積)
間知石(総積}
関知ブロック(空積)
関知プロック(練積)
RC 
その他
，123456 8 9 
図 2 斜面の構造別件数
園山側斜面
四谷側斜面
件
O 1020304050印 7080 90 (度)
図 4 斜面の高さ別件数
E山側斜面
皿御~斜面
2 3 4 5 6 7 8 9 10(m) 
図 3 斜面の高さ別件数
N トE
園山側斜面
四谷側斜面
図 5 斜面が向く方向別件数
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図 6 斜面の被害分布と震源線および主断層の位置
表 1は実態調査の項目および内容を示している。調査
は調査員が斜面に直接対面する形でおこなわれた。連続
する斜面においては，代表値を定めるために斜面を区切
って考える必要がある。このため表 1における構造が異
なる所，高さ傾斜角が急変する所，で区切り，区切った
聞の斜面を 1件として調査を進めた。同じ規模・内容の
斜面が連続する場合， 50mを斜面の最大幅になる様に区
切っている。この調査方法は，東京23区でおこなわれた
実態調査方法(中野・他， 1971)とほぼ類似したもので
ある。 A地区におけるこれらの実態調査に要した日数
は，前述した被害個所の調査を含めて，数人によるのベ
約40日である。
3. 被災地域の道路斜面の特性
本節では，調査が詳細に実施されたA地区での調査道
路延長との全斜面について，調査項目に従って斜面の有
する特性別の分布状況について検討を行い，被災地域の
道路斜面の特性を考察する。
図 2~5 図に全斜面について山側斜面と谷側斜面に区
分し，斜面の有する構造・高さ・傾斜角および方向につ
いての頻度分布を示す。
調査件数は，山側斜面が1，056件，谷側斜面が1，221件
で合計2，277件であった。
当然のことながら本調査に基づく道路斜面の分布が，
伊豆地方という地域的な特異性も包含された結果である
と考えられるが，概略次のようなことが図より指摘でき
る。まず，構造別では山側の道路斜面では切土が非常に
多く分布し，続いて雑石空積および関知石空積の斜面が
多く分布している。一方，谷側の道路斜面では自然斜面
が多く分布し，続いて間知ブロッグ練積および関知石空
積・練積が多く分布している。従って自然斜面，切土，
盛土を除く擁壁構造を有する人工的な斜面においては全
体的には山側斜面よりも谷側斜面に強固な構造が多く分
布しているといえる。
斜面の高さ別の分布では，山側・谷側斜面ともに2-
3m程度の斜面が多く分布している。更に谷側斜面にお
いては10m以上の高い斜面でも比較的多く分布してい
る。
また，斜面の傾斜角別の分布では， 山側斜面では600
_700の斜面が多く，谷側斜面では700-800の斜面が多
く分布し，谷側斜面の方に傾斜が急な斜面が多く分布し
ていると言える。一方，斜面の方向別では，それほど顕
著な分布傾向は見られないが，道路延長方向の関係で山
側・谷側斜面ともにsw方向の斜面が多少多く分布して
いる程度である。
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図 7 主断層からの距離と被害発生頻度の関係
(縦軸:斜面延長 1kmあたりの被害発生個所数)
、
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図 8 震源線からの距離と被害発生頻度との関係
(縦軸:斜面延長 lkmあたりの被害発生個所数)
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図 9 最大加速度と被害発生頻度との関係
(縦軸:斜面延長 1kmあたりの被害発生個所数)
以上のことから，被災地域の道路斜面の特性では，一
般に，自然斜面・切土の構造で，高さ 2~3mで、傾斜が
700程度の斜面が多く分布している。また山側斜面に比
較して，谷側斜面に大規模で強固な構造を有した斜面が
多く分布している傾向が見られる。
4. 震源線の定義と位置
本地震においては，地震の直接的な尿因となった地震
断層が被災地域の東伊豆町稲取地区から梨本地区に至る
帯状地帯に，いくつかの線状に出現した。望月ら(望月
他.1979)によれば，木造ならびに RC造建物の被害
は，これらの断層上に顕著に発生していると報告されて
いる。一方，筆者らが実施した，道路斜面の被害も同様
に上記地震断層を中心に多数発生しているかのように分
布している。
地震断層に関しては，松田・田村らの現地調査(望月
他.1979)により，各地の地表に露頭した地点での走
向・長さおよびズレ量等が報告され，それらの位置を結
べば地震断層の地表におけるトレースの概要が理解され
る。一方，津村らによる地震観測(津村.1958)に基づも
く余震分布から地震学的な断層モデ、ノレが提案されてい
る。望月ら(1978)は，上記余震分布より，地下に伏在
すると考えられる主なる地震断層を設定し，各地の墓石
調査および強震記録から得られた最大加速度と主断層か
らの距離との関係を示している。
筆者らは，道路斜面の被害調査により明らかにされた
被害斜面の平面的な分布状況に対して，任意に座標軸を
設定して，各被害斜面に座標値を与え，最小乗法による
回帰2次曲線を求めた。そして，この 2次曲線を道路斜
面の被害分布からみた震源線とした。
このように設定した震源線は，前述の地震学的な地震
断層と調和的であり，大きな差異は認められない。その
うえ，道路斜面の被害発生状況を説明するためには，後
述するように本震源線の方がよりよい傾向を示している
と考えられる。
以上のように求められた震源線の位置を，望月らが示
した主断層とともに図6に示す。
5. 道路斜面の被害発生頻度と震源線から距
離との関係
本節では，前節で述べられた主断層および震源線とを
用いて道路斜面の被害発生頻度と主断層あるいは震源線
からの距離との関係について比較検討する。これらの検
討結果は，今後発生が予想される本地震と間程度の地震
において，斜面被害がどの程度発生するかという予測検
討する上で有用な資料を与えるものと考えられる。
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まず，道路斜面の被害発生頻度を算定するにあたっ
て 2万5千分の l地図上において，主断層ならびに震
源線に平行する 0.25km間隔の線を作図し，各 0.25km
幅の帯状地域に対して，その各地域に含まれる斜面の被
害発生件数 N包ならびに，道路斜面が存在する道路延長
距離L;(km)を地図上より算出する。以上の結果よ
り，次式で主断層ならびに震源線から (0.25i-0. 125) 
kmの距離に位置する 0.25km巾の地域の被害発生頻度
を定義する。
九 =会(1)
九:道路斜面の被害発生頻度(件/lkm)
i : 1，2，3，・…..
このように(1)式で算定された九に対して，最終的
に 1km巾に対して平滑化し，道路斜面の被害発生頻度
Pと主断層ならびに震源線からの距離 dとの関係を図 7
と図8に示す。
図より，主断層からの距離dと被害発生頻度Pとの関
係においては，L1が2.0-3. Okmと 5.0km付近に，大
きなPの値を示す地域が認められ，全対的な P-L1関係
に不合理な傾向が見られる。
一方，震源線からの距離LI'と被害発生頻度P との関
係においては， LI'が4.0km付近に大きなPの値を示す
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図10(a) 斜面の構造別の被害分布(山側)
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地域が認められるが，全体的な P-Ll'関係には無理の
ない傾向を示しているものと思われる。
図8より，P-Ll'関係においては，震源線至近傍では
1kmあたり10件程度の被害発生頻度が見られ 7.0km以
遠では，ほぼ道路斜面の被害の発生が見られない。
6. 地震動の最大加速度と道路斜面の被害発
生類度との関係
本地震における被災地域においては，地震発生直後に
墓石転倒調査が実施され，地震断層近傍の各地の地表で
の推定最大加速度が算定されている。その結果，主断層
の至近傍では 400gal以上の最大加郷度値を示し，主断
層より遠ざかるにつれて減少する傾向が見られ，主断層
からの距離dと最大加速度A批仰との連続的な LI-Amax
関係が示されている。
本節では，上記の LI-A叩日関係と前節で示した LI-P
および LI'-P関係より，道路斜面の被害発生頻度と最
大加速度との関係を求めた。結果を図9に示す。
図より，P-LI関係より求められたP-Amax関係では
最大加速度が 310gal程度以上から道路斜面被害の発生
頻度が 1kmあたり 1件程度発生する。そして， 370gal 
程度で 1kmあたり約7件の被害が見られ，それ以上の
件
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図10(b) 斜面の高さ別被害分布(山側)
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図1 (e) 震源線からの距離別の被害分布(谷側)
加速度値でも，ほぼ一定の被害発生頻度を示す傾向が見
られる。
一方，P-ll'関係から求められた P-A削 s関係で
は，最大加速度値の増加に伴って，被害の発生頻度も増
加し，両者の関係に無理のない傾向が見られる。そし
て，約 400gal程度で，道路延長 1kmあたり10件の被
害発生が見られる。
7. 被災地域の道路斜面の被害の特性と被害
分布
前節までにおいて，主にA地区からなる被災地域にお
ける道路斜面の全体的な特性について，斜面の有してい
る各特性別の頻度分布を示し，かつまた震源線からの距
離と被害発生頻度と関係を示した。本節においては，上
記の被害の発生状況について，更に詳細に検討を加え，
次節の数量化理論による被害発生要因を検討するアプロ
ーチのためのデーター構造を検討することとする。
まず， A地区の道路斜面の被害の特性に関して，各斜
面の調査項目に基づく構造別・高さ別・傾斜角別・方向
別および震源線からの距離別に被害の発生頻度分布を求
め，その結果を図10および図1に示す。ここでは，被害
率を検討するために前掲の全斜面に対する頻度分布(図
件
O 
記号|崩壊巾
AI 1 - 2 m 
B I 3 - 4 
C I 5 - 6 
D I 7 - 8 
E I 9 -1 
FI 12 -17 
G I 18 -27 
H I 28-
1 Iその他
A B C 0 E F G H 1 
図1 (f) 被害斜面の崩壊幅の分布(谷側)
2~5 図)も同図上に示してある。
先に示したごとく， A地区での道路斜面の調査全件数
は，山側斜面1，056件，谷側斜面1，221件で，そのうち
被害件数は，山側斜面225件(崩壊斜面219件)で被害
率21.3%，谷側斜面85件で被害率7.0%であり，比較的
強闘な構造が多く分布している谷側斜面の被害率が低
L 、。
構造別の被害率では，山側斜面の関知プロック練積斜
面を除けば，雑石および間知石の空積斜面に被害率が高
く，斜面の高さ・角度別では，山側斜面においては相対
的に斜面が高くかっ急傾斜になるほど被害率が高くなる
傾向を示すが，谷側斜面では高さ 4-5mで角度500-
600の比較的中間的な特性を示す斜面に被害率が高くな
る傾向を示している。また，斜面の方向別の被害率で
は，どの方向に対しても著しい差異は認められないが，
山側斜面では NE・SW方向，谷側斜面では SE・NW
方向の斜面にやや被害率が高くなる。震源線からの距離
別の被害率では，山側・谷側斜面ともに震源線に近づく
ほど被害率が高くなる傾向を示し，特に山側斜面に顕著
である。
一方，被害斜面の崩壊巾の分布では，山側斜面では5
-10m程度の崩壊巾が多いのに比して谷側斜面では10m
以上で規模の大きな被害が発生している。
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図12(e) 雑石(練積)斜面の分布(山側) 図12(f) 間知石(空積)斜面の分布(山側)
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図12(g) 間知石(練積)斜面の分布(山側) 図12(h) 同知ブロッグ(空積)斜面の分布(山側)
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図13(a) 白然斜面の分布(谷側) 図13(b) 切土斜面の分布(谷側)
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図13(c) 盛土斜面の分布(谷側) 図13(d) 雑石(空積)斜面の分布(谷側)
???????????? ????????
?
?
?
?
?
???????
???????
人
TOI 
夜栗東 ~E. NC~ !.l}HI-KRRRZU f1 1 [ TRtJI-GRWA 1 来、米
統来看舟“ ZON己未来派
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図13(i) 間知ブロック(練積)斜面の分布(谷側)
以上の被害の発生状況から考察される一般的な特徴と
しては，山側斜面では比較的脆弱で小規模な構造の斜面
が多く分布しているために，そのような斜面に多くの被
害が発生し，従って被害率が高くなる。そして斜面の高
さが高4かつ傾斜が急な斜面ほど被害を受けやすい傾向
が見られる。一方，谷側斜面では比較的強固で大規模な
構造が多いため被害率は山側に比べて低くなるが，被害
が発生するとその規模が大きくなる傾向が見られる。
次に，道路斜面の各構造別の被害斜面の平面的な分布
と震源線の位置関係を図12および図13に示す。図より，
山側・谷側斜面ともに各構造別の被害斜面は，一般に，
いずれも震源線の近傍に多く分布し，震源線から遠ざか
るにつれて，被害は減少していく傾向が見られる。
また，先に問題となった，斜面の構造別で被害率が高
く発生した山側の間知ブロック練積の斜面の分布では，
上記構造の斜面が全体としての分布数が少なく，かつ河
津・湯ヶ野付近の比較的震源線の近傍に多く分布し，そ
の他の地区には分布件数が少ないために，たまたま被害
率を高くせしめたものと考えられるο
8. 数量化理論による道路斜面の被害発生要
因の検討
前節に示したごとく，調査が詳細に実施されたA地区
における山側・谷側の道路斜面において，斜面の有する
特性によって被害の発生状況に差異が生じていることが
示された。一方，前節までの調査資料の整理では，各々
の斜面の被害発生という物理現象を十分に説明すること
は不可能である。これは，地震時の斜面被害の有無ある
いは崩壊規模といった物理的な現象に関係していると考
えられる斜面の複数の特性が，各々独立して被害に対す
る影響度を決定するためではなく，各特性が互いに複合
:::iE;3111民;JRNl-GRNa} 奪取民
。NON-DA門RGEDSITE 
x 日AM日GEDSITE 
図13(j) R C斜面の分布(谷側)
表 2 アイテム・カテゴリ」区分と外的基準
I丁目A(A定日刊 cα、JT白~TS
1雑石
斜面の 2 間知石
1構造 3 関知ブロック 一
4 R C 
2 施工 5 
ロ5j~ヨ3 ニケ乙b 積
6 強 正取核・RC
斜面の 7 11 1m 
3 8 2m 
高さ 9 I胃1 3m以 k
斜面の 10 什ψ沙t2 70
0 以下
4 1 中 800 
傾斜角 12 急、 900 
5複合構造13 有 一14 無- 一
]斤 o -1.4km 
6 震源距離1E 1.4-3.6km 
17i 遠 3.6km以上
7 斜面の方向 18 平行 震源線に対して平行 ι19 垂直 1 垂直
外的基準 被害規模 崩壊 l幅 (m)
して影響度を決定しているためである。すなわち，被害
の状況を説明する要因の多面性によるものである。
筆者らは，このような道路斜面の調査データ}から得
られる斜面の特性と地震時の斜面被害との関係に関する
多次元的な構造に対して統計解析手法としての予測手法
である数量化1類を応用して，任意に被害発生要因とな
るアイテム・カテゴリーを設定し，道路斜面の被害規模
(崩壊巾)を外的基準とした場合の各アイテム・カテゴ
リーの影響度を検討することとした。
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(番号:表2参照)
ただし，斜面の構造において，自然斜面・切土および
盛土斜面と擁壁構造を有する人工的な道路斜面の構造と
では，明らかに構造上の差異があることを考慮して，本
研究では前者の斜面を除外し，後者の斜面についての検
討を実施した。また山側斜面と谷側斜面についても区別
して検討した。
設定したアイテム・カテゴリー区分を表2に示す。表
中の第3・4および7アイテムの高さ・角度および震源
線からの距離(震源距離)に関しては，各アイテムに関
する被害斜面の頻度分布を等分することによってカテゴ
リー区分を設定している。
数量化理論1類は，ある事象に関する， nfj固のサンプ
ルで観標目された外的基準といわれるある統計的な被説明
変数が量的変量で与えられ，その外的基準を説明する要
因(アイテム・カテゴリー)が質的変数である場合に，
この説明変数に最適な量的変量(カテゴワー数量)を与
え，新たなサンフ。ノレに対する外的基準の値を予測する手
法である。
本研究の場合には，外的基準が道路斜面の崩壊巾であ
り，その外的基準に影響を及ぼす質的変数の要因である
アイテム・カテゴリーについては表2に示されている。
そして，調査が実施された各斜面(サンフ。ル)は，そ
-2.0四1.0 1.0 20 
図15 カテゴリー数量(谷側)
(番号:表2参照)
の斜面が有している特性において必ず各アイテムのどれ
か1つのカテゴリーに属している。従って n個の各々
のサンフツレに対してアイテム・カテゴリーの属性を調べ
ることによりアイテム・カテゴリ一反応、表を求められ，
数量化 1類の解析手法によれば，サンプル全体にわたっ
ての外的基準の観測値と上記アイテム・カテゴリ}反応
表をもとに算定される再現値との相関係数ができるだけ
1に近づくようにカテゴリ}数量が算定される。
このような条件のもとで、は，カテゴリー数量の算定式
は全カテゴリー数に対応する多元連立一次方程式に還元
される。
すなわち， ここで n個のサンフツレについて
A， サンプル4の外的基準の観測値
的 :サンフ。ルtの再現値(サンプル数量)
Cjk : jアイテム hカテゴリーを表わす変数
Xjk : jアイテム hカテゴリーのカテゴリー数量
j :1，2，3，…・・・，R アイテム
k : 1，2，3，……，Kj jアイテムのカテゴリー
とすると，カテゴリー Cjkの最適なカテゴリー数量 Xjk
を求めるための条件となる外的基準の観測値 A，とサン
プノレ数量的との相関係数は
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図16 偏相関係数と重相関係数(山側)
(番号:表2参照)
-3-2(Ad Z)(αaー α)
n i=l 
T血=
ただし
で定義される。
(2) 
σd・σα
A=-~-2j Ai ，ιi=l 
『ー・ n
α二一一一一よ」 αz 
n i=l 
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また， zlkJ{同のカテゴリー数量 Xjk に対応する多元
連立一次方程式をマトリックス表示すれば
CFJ {Xjkl =CA] (3) 
となる。ここで (FJはアイテム・カテゴリー反応表
から求められる係数マトリッグスで，CAJは外的基準の
観測値から求められる定数マトリックスであり， {宅i.}
は，カテゴリー数量を示す。
(3)式により算定されたカテゴリー数量に対して，
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図17 偏相関係数と重相関係数(谷側)
(番号:表2参照)
サンプノレの再現値であるサンプル数量は，
R 
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XJ'i) :サンプノレ tでjアイテムのなかで反応した
カテゴリー数量
で求められ，外的基準の観測値んとサンプル数量的
の相関の程度を示す重相関係数は次式で算定される。
R=凸(向日)2z(A4-4)2 (5) 
また，各アイテムが単独に外的基準の観測値に与える
影響の強さを表わす尺度としては，各アイテムと外的基
準との偏相関係数が与えられる。
各アイテムおよび外的基準相互の変動をあeとすれば
ら=見(ザ)勾)・ (υ)-X，) (6) 
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となり，各アイテムと外的基準相互の単相関係数 rj，
t主
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となる。この rj.を用いて単相関行列 R。を表わせば
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rμ: jアイテムと外的基準との単相関係数
となる。更に，偏相関係数 pj.を求めるためには，単
相関行列URoの逆行列 RO-1を求め，その要素を r'jeと
すれば，
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となり，この行列の要素 r'jeを用いれば偏相関係数
pj.は一般に次式で求められる。
pj'=一二立
レ/r'j・r'e (10) 
従って，各アイテムが単独に外的基準に及ぼす影響の
強さを示す偏相関係数 pAjは，同様に，
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PJA: jアイテムと外的基準との聞の偏相関係数
となる。
また，算定されたカテゴリー数量の信頼性については
重相関係により判断される。
本研究では，上記の数量化理論 1類の解析手法に基づ、
いて算定された各アイテムのカテゴリーに対するカテゴ
リー数量 Xjkの相対的な数値の大小関係より，地震時の
道路斜面の被害に及ぼす各カテゴリーの影響度を検討す
る。また，同様に算定される各アイテムと外的基準との
聞の偏相関係数の値から，各アイテムの斜面被害に対す
る影響度についても検討を加えることとした。
ここで，任意に抽出されたサンプル数200のデーター
に対して， (3)および (11)式から算定されたカテゴ
リー数量と偏相関係数の計算結果を図14~図17に示し，
同図中に (5)式から算定される重相関係数も示してお
く。
山側および谷側斜面ともに重相関係数が0.5-0.6程度
と比較的低い値を示しているため，本解析に採用したア
イテム・カテゴリーの区分では，被害の発生要因を十分
に説明するためには，まだ不十分な点があり，個々の算
定された数値の精度について，今後試行錯誤的な改良を
積み重ねていく必要があるが，全体的には地震時の道路
斜面の被害発生要因に対する概略的な傾向が示されてい
ると思われる。
図より，いくつかの考察を加えると，まず山側の道路
斜面では，地震時における道路斜面の被害規模を影響を
与えるであろうと考えられるアイテム・カテゴリーの中
で，震源距離(中)と斜面の傾斜角(急)のカテゴリー
数量が相対的に高い値を示し，各アイテムと外的基準と
の聞の影響度を示す偏相関係数においても震源距離と斜
面の傾斜角のアイテムが高い数値を示し，外的基準に強
く影響を及ぼしていることが示される。一方，谷側の道
路斜面では，斜面の高さ(高)と傾斜角(緩)のカテゴ
リー数量が高い数値を示し，偏相関係数では，斜面の高
さのアイテムが高く，次いで斜面の傾斜角・震源距離お
よび複合構造の有無のアイテムが比較的高い数値を示し
ていて，山側の道路斜面に対する計算結果とは異った傾
向を示している。また，上記の解析結果は前節の道路斜
面の被害の特性に関する頻度分布と調和的な結果を示し
ている。すなわち，擁壁構造を有する山側の道路斜面に
おいては，先に指適されたように比較的脆弱で?小規模な
斜面が多く分布しているため，外的基準である斜面被害
の崩壊巾に影響を与える要因も比較的簡単で震源距離お
よび斜面の傾斜角といった少数の要因が明瞭に高い影響
度を示している傾向があるのに対して，谷側斜面では比
較的強固で大規模な斜面も多く分布しているため，斜面
の被害に影響を与える要因は，それほど明確な相違がな
く，複数の要因が複合して被害に影響を及ぼしている傾
向が見られる。
9. 今後の課題
斜面の可能なかぎりの調査はほぼ終了したと考えられ
るが，その資料に対する検討には幾つかの課題が残され
ている。ここではこれらの課題をとり上げその問題点を
述べる。
① 被害率に関する課題
本報告はA地区に関して斜面延長 1kmあたりの被害
発生頻度を，および被害率を検討している。 A地区の被
害個所数は全被害個所数の約40%であり，約 300におよ
ぶことから，被害斜面を十分に代表し，統計的な取り扱
いに不十分な数であるとは思えなし、。しかしながら B
地区をも含めた全調査地域の資料を用いた検討もおこな
いたい。被害率を得るためには， B地区に対しても全斜
面実態調査をおこなう必要があるが，広大なB地区では
この調査が不可能に近いことがA地区の経験から知られ
ている。
これに対して，被害発生頻度を全調査地域において求
めることは比較的容易であると思われる。しかしなが
ら，この場合には震源線あるいは主断層の調査地域西部
での有用性が問題となる。すなわち，伊豆西部において
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は明らかに被害率が低下するため，震源線あるいは主断
層をこの地域まで延長して考えることは，被害発生頻度
を適確にとらえる障害となる。このため，震源線の定義
あるいは主断層の適用範囲に関して何らかの検討が必要
となろう。
② 被害の要因分析に関する課題
A地区における全斜面の実態調査の資料を用いると，
前述した数量化理論による要因分析が可能となる。本報
告での解析は 1つの例であり，今後より高い偏相関係
数，重相関係数を得るべくアイテムの選択，カテゴリー
区分の方法等が試行錯誤されていく必要がある。このた
めには類似した研究を進めている報告(日本道路協会，
1979)の結果を参考にする必要があろう。
実態調査において，斜面を形成する地質・土質の調査
の実施が望まれたが，時間等の物理的条件により不可能
であった。また地形を表わす尺度として道路を含むより
広範囲な斜面の傾斜角等を測定したかったが，これも同
様の理由から不可能であった。今後何らかの方法で資料
を得る努力をしたL、。
被災地域は伊立であり，山間部である。したがって斜
面の被害はこれらの固有の特性を含んだものであり，被
害資料を用いた解析結果をそのまま都市部の斜面に適用
できるとは考えられない。しかしながら，自然斜面を除
く人工斜面においては，たとえば歴史のそれ程古くない
東京三多摩地区の斜面の調査地域の斜面と類似した構造
・規模を有している(国井， 1979)。このため，解析結
果を適当に修正する方法を今後検討することにより，解
析の成果が適用できる範閤等が得られる可能性があると
考えられる。同様なことが，都市部と山間部との聞に考
えられる地震動特性の差異，および今回の地震動特性と
今後発生する地震動特性との聞の差異，に関して考えら
れる。
10. むすび
過去に幾度となく発生した地震被害に対して，その時
代レベルでの調査がおこなわれ報告書等の形で残されて
いる。現在の耐震設計の手法がこれらの貴重な経験を経
て確立されていることは明らかであるが，震災予防の目
的でたとえば被害予測の手法を確立するために，これら
の報告書等が利用される場合も多い。しかしながら，都
市施設の特殊性，施設の構造の変遷，あるいは生活様式
の変化等により，過去における地震被害の資料だけから
では，特に震災予防の目的のためには，十分な検討が進
められない場合も多し、。その 1つに解析の手法にかかわ
る問題がある。本報告で用いた数量化理論のような統計
的な方法で検討を進めようとすると，被害に関する特異
な形態あるいは概略的な特性を知るだけでは検討が進め
られず，いわゆる統計における母数を得る必要がある。
したがって，地震被害を解析的に取り扱い，都市の施
設の震災予防に反映させるためには，その目的および解
析手法に適合した調査の種類，方法が必要となる場合が
生じ得る。この場合，地震直後における被害の総体把握
が調査対象施設の選定のために必要となり，調査の実施
と調査方法の選定との間に試行がくり返される。
本報告は，このような最近の地震の被害から情報をで
きるだけ有効に得ょうとする試みを示したものである。
木造住家およびRC造建物は一般に面的に存在するた
め，有効な情報を地震被害から得ることが比較的古くか
らおこなわれている。ライフラインと称される土木構造
物においても線的なあるいは網状での広がりに着目し
て，地震被害を検討することが今後望まれる。
末筆ながら，調査に参加してご意見をいただくととも
に，資料の整理等にご助力をいただいた，都立大学工学
部助手塩野計司氏，元神奈川大学工学部学生後藤銀三，
藤井健至の両氏，および元都立大学工学部学生近藤安統
氏，酒見卓也氏(現都立大学大学院)，に心から感謝い
たします。また地震直後の調査にご協力いただいた福井
留男氏(元都立大学工学部助手)に心から感謝いたしま
す。
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